




















として位置づけられ、地域住民・組織、民間企業、ＮＰＯ・任意団体などから多種多様な依頼（地域課題）が寄せられている。こうした依頼を組織（大学）として「一旦、聞く人や部署」が地域連携コーディネーターや地域連携センターであろう。こうした「一旦、聞く人」は、多様な依頼に対応するため実際の現場で戸惑い 悩み、葛藤することも多い。こうし 背景をうけ、第六回「地域と大学を繋ぐコーディネーターのための研究実践セミナ 」では、参加者が仮想大学のコ ディネーター役となり、地域からの模擬依頼を課題に見立てて、大学としてどう取 組むかを試行するグループワークがあった（二〇一七年九月七‒八日開催、主催：和歌山大学、共催：福岡大学、会場：福岡大学） 。　
ここで筆者らのグループの仮想大学（以下、 「仮想大学」
という）に地域から寄せられた模擬依頼は「外国人と日本人が一緒に暮らしやすいサポートを大学にお願いしたい」であった。これに対する仮想大学としての公式回答は「お断りする」 ものだった。この答えに他 グループの参加者からは「 『お断り』という、 私の中ではまさかの判断」とのコメントもあり、大変な驚きを持って受け取られた。　
しかしながら、地域連携コーディネーターや地域連携セ





受け、 どう判断するべきなのか？」という疑問が挙がった。寄せられる依頼を誰が聞き、そ 内容をどう判断し、最終的に誰が諾否を決断するのか。つまり„意思決定の方法＂が整理されな れば、組織として依頼が受けられな 。ここでは、例えとして研究論文の雑誌掲載に関わる意思決定の手順と枠組みに、地域からの依頼に対する意思決定過程を当てはめて考えてみたい。　
研究雑誌を発刊する学会（＝地域連携に取り組む大学）
では、投稿者（＝依頼者） 対 論文（＝依頼内容）執筆・投稿の規定 内容の書き方 申し込み方）事前に示している。投稿者はそれら 情報と 研究雑誌質の高さ、専門分野との整合性などを吟味して、論文を投稿料（＝費用）とともに学会へ提出する。　
次に、投稿される論文についても、審査の手続きや基準
などが明文化されている。一般的には次のような手順を経




さい」と謳う大学はむしろ奇異に思われるだろう。また、依頼者にとっては、依頼先の大学にどんな教職員や地域連携コーディネーターがいて、受けられる具体的な支援が想定でき、自分の困り事に応じ 依頼先の大学を吟味できることも重要であろう。こうした「大学と地域との連携・協働のための方針（コラボレーション・ポリシー） 」 （以下、 「連携方針」という）が掲げられているだけで 両者間での齟齬や勘違いの多くが防げるだろう。　
次に重要な点は、組織内で意思決定の手順や諾否の判断




















集め、大学として関わる意義が見出しうるものかを見極める。そして、地域連携ＣＤは学内と学外での調整に入る。まず、図１を見てもらいたい。地域連携ＣＤは依頼内容と整合する専門分野の教員を探る。 同時に、 役員 （学長や理事、あるいは部局長の場合もある）に依頼内容を説明し、 連携・協働す ことへの理解 求める。一般的に役員は大 経営側の立場にあるため 有限資産である施設や予算、業務量を管理する視座から依頼受諾には消極的なこともある。したがって、寄せられた依頼に対して地域連携ＣＤは、大として関わる意義を如何に見出すかが重要といえる。　
こうした学内調整以外にも学外調整がある。地域から寄






以降の地域連携ＣＤの関わり方は、仮想大学ではいくつかのやり方が挙がった。依頼が年間一〇〇件以上もあるような大学 、依頼者と教員（協力者を含む）とのマッチング整えば、仲介・調整・緩衝的な役割を終え、両者に引き渡すこ になる（図２） 。地域連携ＣＤの役割は調整業務のみにならざるを得ない。一方で、地域連携ＣＤが専門性を持った教員や研究者であれ
ば、調整業務に加えて実働を伴うことや、担当教員のマッチング後も伴走支援をすることもあるだろう。また、教員でなく職員であっても積極的に現場へ出向き、汗をかくことで関係者との信頼関係の醸成に努めることもある。これらの職種以外に、地域連携ＣＤが常勤か非常勤か、任期付きか正規雇用かといった条件によっても異なる。協働活動開始後の関わり方は、大学ごとの事情によって異なるものと思われる。４．地域と協働する大学としての意義　
本報告では、地域からの依頼の受け方、大学内での意思







きた。これは、大学が対外的に掲げることで、依頼者はなぜ受けてもらえたのか／断られたのかが理解でき 後の無用なトラブルを避ける意味で重要であろう。また、教職員や学生に対しても取組への参加 協力を得やすくなるだろう。ただし、いうまでもなく この連携方針はひとつ 考え方であり、国立・公立・私立大学、 方 都心大学では事情が異なる。これを議論のた き台としながらも、それぞれの組織で議論しながら改訂を加えてもらいたい。　
また、他機関では連携のあり方に関する資料もある。例
えば、和歌山大学での地域インターンシップ 提案書
1、
特定非営利活動法人コミュニティ事業支援ネットでも「
学×地域連携依頼書」
2が整備されている。大学に対して地
域貢献が叫ばれて一〇年以上が経過した今、より良い連携方針を作っていくために、こうした方針を掲げる大学間での比較検証が望まれよう。謝
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